
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

千早赤阪村過疎地域持続的発展計画（後期計画）（案） 

新旧対照表 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



その他 

変更箇所 変更後 変更前 
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第１章 基本的な事項 

変更箇所 変更後 変更前 

１～２頁 

１ 千早赤阪村 

の概況 

ア 自然的、歴史的、社会的、経済的諸条件の概要 

（略） 

気候は、金剛山等による山地気候を示し、高度が高い地区では、夏

は涼しく、冬の寒さが厳しい。1991 年～2020 年の平均では、年間平

均気温は 12.0 度程度と府平均の 17.1 度に比べ低く、年間降水量は

1,700mm で府平均の 1,338mm に比べて多い状況にある。 

水系は、主に石川水系、佐備川水系の２水系があり、地域内の道路

網は、村の中心部を国道 309 号及び府道富田林五条線が通り、その

他主要地方道が府道柏原駒ヶ谷千早赤阪線、一般府道が森屋狭山、東

阪三日市、河内長野千早城跡、中津原寺元の４線が供用されている。 

（略） 

イ 過疎の状況 

本村は、大都市圏の拡大の影響を受けて、昭和 40 年代には住宅地

の開発があり、人口が急増し、昭和 60年の 7,697 人（国勢調査）で

ピークを迎えた。その後、少子化と若者の都市部への人口流出によ

り、年々、人口が減少し、平成 27 年の 5,378 人と比較すると、令和

２年には 4,909 人と 469 人（8.72％の減少率）の人口減少となって

いる。 

さらに、65歳以上の高齢化 45.5％と府内の他の市町と比較しても

著しく高く、少子高齢化の歯止めがきかない状況に陥っており、人口

問題は本村の重要課題の一つである。 

（略） 

ア 自然的、歴史的、社会的、経済的諸条件の概要 

（略） 

気候は、金剛山等による山地気候を示し、高度が高い地区では、夏

は涼しく、冬の寒さが厳しい。1981 年～2010 年の平均では、年間平

均気温は 13.0 度程度と府平均の 17.0 度に比べ低く、年間降水量は

1,350mm で府平均の 1,280mm に比べて若干多い状況にある。 

水系は、主に石川水系、佐備川水系の２水系があり、地域内の道路

網は、村の中心部を国道 309 号及び府道富田林五条線が通り、その他

主要地方道が柏原駒ヶ谷千早赤阪線、一般府道が森屋狭山、東阪三日

市、河内長野千早城跡、中津原寺元の４線が供用されている。 

（略） 

イ 過疎の状況 

本村は、大都市圏の拡大の影響を受けて、昭和 40 年代には住宅地

の開発があり、人口が急増し、昭和 60 年の 7,697 人（国勢調査）で

ピークを迎えた。その後、少子化と若者の都市部への人口流出によ

り、年々、人口が減少し、平成２年の 7,612 人と比較すると、平成 27

には 5,378 と 2,239 人（29.4％の減少率）の人口減少となっている。 

さらに、65 歳以上の高齢化率は 41.4％と府内の他の市町と比較し

ても著しく高く、少子高齢化の歯止めがきかない状況に陥っており、

人口問題は本村の重要課題の一つである。 

 

（略） 

２～５頁 

２ 人口及び産

業の推移と動向 

① 人口の推 

本村の人口は、令和２年では 4,909 人（国勢調査）となっており、

人口推移は昭和 60 年をピークに減少が続いている。 

各年齢階層別の動向では、０歳～14 歳の年少人口は、平成 27 年に

476 人であったものが、令和２年には 417 人に、15 歳～64 歳の生産

年齢人口も平成 27 年が 2,691 人であったものが、令和２年は 2,258

人と減少している。 

（略） 

① 人口の推移 

本村の人口は、平成 27では 5,378 人（国勢調査）となっており、

人口推移は昭和 60 年をピークに減少が続いている。 

各年齢階層別の動向では、０歳～14 歳の年少人口は、平成２年に

1,389 人であったものが、平成 27年には 476 人に、15 歳～64 歳の生

産年齢人口も平成２年が5,193人であったものが、平成27年は2,691

人と減少している。 

（略） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



① 産業の推移と動向 

 

（略） 

 
表１－１（４）産業別人口の動向（国勢調査） 

 

 

 

 

 

 

① 産業の推移と動向 

 

（略） 

 
表１－１（３）産業別人口の動向（国勢調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６～９頁 

３ 村行財政の

状況 

① 行政の状況 

（略） 

令和７年４月１日現在の職員総数は 84 人で、３部、12 課、１局で行

政を運営している。 

（略） 

① 行政の状況 

（略） 

令和３年４月１日現在の職員総数は 83 人で、12課、１局で行政を運

営している。 

（略） 



 また、平成 24年に移譲事務の事務処理や既存事務の広域化を目的

として、周辺６市町村で南河内広域事務室を設置する等事務の共同

処理を行うとともに、平成 29 年からは水道事業を大阪広域水道企業

団へ経営統合し、令和６年には周辺５市２町と大阪南消防組合を設

立し消防の広域化を開始し、村民サービスの向上、事務の効率化を図

ってきた。 

（略） 

② 財政の状況 

 令和６年度における普通会計決算の状況については、一般財源

の標準規模を示す標準財政規模は、2,360,907 千円である。 

一方、基金積立金の現在高は、2,504,502 千円、このうち財政調整

基金の残高は、1,354,768 千円で、基金積立金残高の標準財政規模に

対する割合は、106.1％となっている。 

財政に関する主要指標のひとつ、財政力指数は 0.243 で減少傾向

が続いており、財政基盤は脆弱な状態である。 

歳入については、地方税、地方交付税、地方債の占める割合が高く、

これらで歳入全体の約７割弱を占めている。特に地方交付税が

49.4％で地方交付税への依存度が高い厳しい財政状況となってい

る。地方税は、445,701 千円で全体の 11.4％となっている。 

性質別の歳出については、人件費、扶助費、公債費の義務的経費で

46.1％を占めており、これに物件費、維持補修費、補助費等経費を加

えた経常的経費は、82.2％であり、投資的経費は、3.1％となってい

る。 

（略） 

 

 

 

 

 

 また、平成 12 年に消防・救急業務を富田林市に事務委託し、平成

24 年には、移譲事務の事務処理や既存事務の広域化を目的として、

周辺６市町村で南河内広域事務室を設置する等事務の共同処理を行

うとともに、平成 29 年からは水道事業を大阪広域水道企業団へ統合

し、村民サービスの向上、事務の効率化を図ってきた。 

 

（略） 

② 財政の状況 

令和元年度における普通会計決算の状況については、一般財源の

標準規模を示す標準財政規模は、1,953,017 千円である。 

財政に関する主要指標のひとつ、経常収支比率は、94.1％であり、

財政の硬直化が進んでいる。 

一方、基金積立金の現在高は、2,071,760 千円、このうち財政調整

基金の残高は、883,903 千円で、基金積立金残高の標準財政規模に対

する割合は、106.1％となっている。 

歳入については、地方税、地方交付税、地方債の占める割合が高く、

これらで歳入全体の約７割弱を占めている。地方税は、494,948 千円

で全体の 14.7％となっている。 

性質別の歳出については、人件費、扶助費、公債費の義務的経費で

41.7％を占めており、これに物件費、維持補修費、補助費等経費を加

えた経常的経費は、70.2％であり、投資的経費は、14.9％となってい

る。 

 

（略） 

 

 

 

 

 



 

表１－２(1) 財政の状況                          （単位：千円、％） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１－２(1) 財政の状況                          （単位：千円、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 
 

 

９～１６頁 

４ 地域の持続

的発展の基本方

針 

（略） 

（１）移住・定住・地域間交流の促進、人材育成 

（略） 

③ 人材育成 

人口減少や高齢化の進展が著しい本村において、地域の活性化へ

の取組に向けた、人材の育成や外部人材の確保が必要となる。 

 本村では地域おこし協力隊の導入を図るとともに地域活性化起業

人など条件不利地域の人材育成につながる支援制度を活用し、地域

力の維持・強化を図っているが今後も、引き続き各種制度を活用しな

がら、地域間交流や地域活動の担い手の確保を図る。 

 

（２）産業の振興 

① 農業の振興 

（略） 

（略） 

（１）移住・定住・地域間交流の促進、人材育成 

（略） 

③ 人材育成 

人口減少や高齢化の進展が著しい本村において、地域の活性化へ

の取組に向けた、人材の育成や外部人材の確保が必要となる。 

 本村では地域おこし協力隊を導入し、地域力の維持・強化を図って

いるが今後、地域間交流や地域活動の担い手の確保を図る。 

 

 

 

（２）産業の振興 

① 農業の振興 

（略） 



また、イノシシやアライグマ等による農作物被害を防ぐため、捕獲

に向けた体制整備や防護柵の設置促進等に取り組み、農家の収益の

確保を図る。 

本村の農業が将来に維持発展していくためにもほ場整備等の基盤

整備に取り組む。 

（略） 

③ 企業誘致の推進 

法規制による制限が多い本村であるが、広域基幹道路である国道

309 号河南赤阪バイパスをはじめ村内主要幹線道路沿道の数少ない

適地において企業誘致を推進する。 

（略） 

（３）地域における情報化 

（略） 

また、防災行政無線の適正管理や、情報通信手段の多角化を図る。 

 

（４）交通施設の整備、交通手段の確保 

（略） 

③ 公共交通の維持・確保 

 村民の誰もが安心安全に外出できるよう、公共交通の運行を維持

する等、交通手段の確保に努めるとともに、交通空白地域対策等の必

要な施策を促進する。  

 

（５）生活環境の整備 

① 上・下水道施設の整備 

（略） 

 また、下水道施設の整備及び適正な維持管理により、生活環境の向

上及び良好な水質保全を図る。 

（略） 

③ 防災・消防対策の推進 

（略） 

大阪南消防組合の一員として、災害時の初動体制の強化や大規模

自然災害への迅速な対応ができる消防体制の強化を図るとともに、

消防水利施設等の適切な機能維持管理を図る。 

（略） 

また、イノシシやアライグマ等による農作物被害を防ぐため、捕獲

に向けた体制整備や防護柵の設置促進等に取り組み、農家の収益の

確保を図る。 

 

 

（略） 

③ 企業誘致の推進 

広域基幹道路である国道 309 号河南赤阪バイパスをはじめ村内主

要幹線道路沿道の適地において企業誘致を推進する。 

 

（略） 

（３）地域における情報化 

（略） 

また、防災行政無線の適正管理や、聞こえにくい音声伝達困難地域

に戸別受信機の設置を推進する等情報通信の充実を図る。 

（４）交通施設の整備、交通手段の確保 

（略） 

③ 公共交通の維持・確保 

村民の誰もが安心安全に外出できるよう、公共交通の運行を維持

する等、交通手段の確保に努める。  

 

 

（５）生活環境の整備 

① 上・下水道施設の整備 

（略） 

 また、下水道施節の整備及び適正な維持管理により、生活環境の向

上及び良好な水質保全を図る。 

（略） 

③ 防災・消防対策の推進 

（略） 

 南河内地区の自治体と消防広域化について協議し、災害時の初動

体制の強化や大規模自然災害への迅速な対応ができる消防体制の強

化を図るとともに、消防水利施設等の計画的に整備する。 

（略） 



（６）子育て環境の確保、高齢者等の保健・福祉の向上及び増進 

（略） 

③ 障がい者福祉の推進 

「障がい者計画」、「障がい福祉計画及び障がい児福祉計画」に基づ

き、障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個

性を尊重し合いながら共生する社会を実現し障がい(児)者の地域生

活を支援するため、関係機関の相互連携を強化し、障がい福祉サービ

スの提供体制をより一層推進することにより、障がい(児)者の自立・

社会参加を促進する。 

（略） 

（８）教育の振興 

（略） 

② 教育の振興 

 学校教育においては、教育内容の充実と施設整備を進め、児童・生

徒の教育環境を充実させる。本村の環境にふさわしく、子どもたちが

学びやすい教育基盤の整備を検討するとともに、小・中学校連携の推

進や学校給食における特色ある食育の推進等本村独自の教育施策を

打ち出す。また、ＩＣＴ教育では、ＧＩＧＡスクール構想のもと、学

校教育の情報化を様々な視点から推進する。 

 

（略） 

（９）集落の整備 

 人口減少や少子高齢化が進展している中、若者の流出が顕著に見

られ、集落機能の低下が課題となりつつある。 

（略） 

（12）その他地域の持続的発展に関し必要な事項 

（略） 

② 村民との協働によるむらづくりの推進 

（略） 

 

（削） 

 

 

 

（６）子育て環境の確保、高齢者等の保健・福祉の向上及び増進 

（略） 

③ 障がい者福祉の推進 

「障がい者計画」、「障がい福祉計画及び障がい児福祉計画」に基づ

き、障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個

性を尊重し合いながら共生する社会を実現し障がい(児)者の地域生

活を支援するため、関係機関の相互連携を強化し、障がい福祉サービ

スの提供体制をより一層推進することにより、障がい(児)者の自立・

社会参加の促進を図る。 

（略） 

（８）教育の振興 

（略） 

② 教育の振興 

 学校教育においては、教育内容の充実と施設整備を進め、児童・生

徒の教育環境を充実させる。本村の環境にふさわしく、子どもたちが

学びやすい教育基盤の整備を検討するとともに、小・中学校連携の推

進や学校給食における特色ある食育の推進等本村独自の教育施策を

打ち出す。また、ＩＣＴ教育では、ＧＩＧＡスクール構想のもと、「学

校教育情報化推進計画」により、学校教育の情報化を様々な視点から

推進する。 

（略） 

（９）集落の整備 

 ここ数年、人口減少や少子高齢化が急速に進展している中、若者の

流出が顕著に見られ、集落機能の低下が課題となりつつある。 

（略） 

（12）その他地域の持続的発展に関し必要な事項 

（略） 

② 村民との協働によるむらづくりの推進 

（略） 

③ 新庁舎建設事業 

村民に質の高い行政サービスを提供するために、災害時の防災拠

点として役割を合わせもつ役場庁舎の整備を推進する。 



１６頁 

５ 地域の持続

的発展のための

基本目標 

 

 

本計画において、令和 12 年度末における目標として、社人研推計

では、3,718 人（国勢調査）となる見込みであるところを、4,505 人

（住民基本台帳）で維持することをめざす。 

 

目 標 
基準値 

（令和７年３月 31 日） 

目標値 

（令和 13 年３月 31 日） 

住民基本 

台帳人口 
4,612 人 4,505 人 

 

 

本計画において、令和７年度末における目標として、社人研推計で

は、4,287 人（国勢調査）となる見込みであるところを、4,805 人（住

民基本台帳）で維持することをめざす。 

 

目 標 
基準値 

（令和３年３月 31 日） 

目標値 

（令和８年３月 31 日） 

住民基本 

台帳人口 
5,064 人 4,805 人 

 

１７頁 

７ 計画期間 

計画期間は、令和８年４月１日から令和 13 年３月 31 日までの５

年間とする。 

 ただし、今後、国の動向や社会情勢の変化等に的確に対応するた

め、必要に応じ柔軟に見直す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画期間は、令和３年４月１日から令和８年３月 31 日までの５年

間とする。 

ただし、今後、国の動向や社会情勢の変化等に的確に対応するた

め、必要に応じ柔軟に見直す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２章 移住・定住・地域間交流の促進、人材育成 

変更箇所 変更後 変更前 

１８～１９頁 

(2)その対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

② 地域間交流 

人口減少による産業の停滞を解決する手段として、観光振興を基

点に交流人口の拡大や地域振興を図る。そのため、観光資源でもある

自然環境に恵まれた金剛山を中心に、農産物や特産品等の本村特有

の物産販売並びに観光等情報発信を担う道の駅「ちはやあかさか」の

充実を図り、これら資源を連携させることにより地域間交流を図る。

そして、こうした施設を活かすためのソフト事業を展開する。 

（略） 

さらに、ＳＮＳを活用した地域情報、地域資源、交流イベント情報

を多方面に発信するとともに、ふるさと応援寄附金事業を充実させ、

村応援団を確保し、新たな地域活動の担い手候補ともなる関係人口

の確保やＵＩＪターンを促進する。 

③ 人材育成 

（略） 

また、集落支援員や地域活性化起業人等の新たな地域活動や産業、

特産品づくりの担い手となる専門人材を活用する。 

 

 

目 標 
基準値 

（令和６年度） 

目標値 

（令和 12 年度） 
備 考 

①会増減がゼ

ロ以上 
▲44 人 ±0 人 

転出者数が転入

者数上回らない 

②転入者数≧

転出者数） 
559 件 1,000 件 基準値から増 

③るさと応援寄

附金件数（年間） 
０人 ８人 累計人数 

（略） 

② 地域間交流 

人口減少による産業の停滞を解決する手段として、観光振興を基

点に交流人口の拡大や地域振興を図る。そのため、観光資源でもある

自然環境に恵まれた金剛山を中心に、農産物や特産品等の本村特有

の物産販売並びに観光等情報発信を担う道の駅「ちはやあかさか」の

充実、そして、こうした施設を活かすためのソフト事業を展開する。 

 

（略） 

さらに、ＳＮＳを活用した地域情報、地域資源、交流イベント情報

を多方面に発信するとともに、ふるさと応援寄附金事業を充実させ、

村応援団を確保し、新たな地域活動の担い手候補ともなる関係人口

の確保やＵＩＪターンの促進を図る。 

③ 人材育成 

（略） 

また、集落支援員や地域活性化起業人等のあらたな地域活動や産

業、特産品づくりの担い手となる専門人材を活用する。 

 

目 標 
基準値 

（令和２年度） 

目標値 

（令和７年度） 
備 考 

社会増減がゼ

ロ以上 
▲14 人 ±0 人  

（転入者数≧

転出者数） 
773 件 850 件 

基準値の

10％増 

ふるさと応援寄

附金件数（年間） 
０人 ５人 累計人数 

 



２０頁 

(3)事業計画 

 

 

 

 

 

持続的

発展施

策区分 

事業名 

（ 施設名 ） 
事業内容 事業主体 

１ 移住・

定住・地域

間交流の

促進、人材

育成 

(4)過疎地

域持続的発

展特別事業 

（略） 

集落支援員事業 

集落支援員の受け入れ、地域

活性化 

千早赤阪村 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

持続的

発展施

策区分 

事業名 

（ 施設名 ） 
事業内容 事業主体 

１ 移住・

定住・地域

間交流の

促進、人材

育成 

(4)過疎地

域持続的発

展特別事業 

（略） 

集落支援員事業 

集落支援員の受け入れ、地域

活性化の検討 

千早赤阪村 

（略） 

 

 

 

 

 

 



第３章 産業の振興 

変更箇所 変更後 変更前 

２１～２２頁 

(1)現状と課題  

 

（略） 

② 企業誘致 

国道 309 号沿いや村内唯一の準工業地域となっている二河原辺・

水分地区の主要村道沿いについて、新たな企業誘致や既存企業の村

外への流出抑制を図るため、土地利用制度の弾力的な運用のほか、起

業・創業施策や雇用施策等のソフト面での連携が必要である。 

 

 

（略） 

（略） 

② 企業誘致 

村内唯一の準工業地域となっている二河原辺・水分地区について

は、企業誘致や既存企業の村外への流出抑制を図るため、用地を拡大

としたが、さらなる企業誘致をめざすためには、引き続き用地の確保

が求められている。さらに企業誘致を進めるため土地利用制度の弾

力的な運用のほか、起業・創業施策や雇用施策等のソフト面での連携

が必要である。 

（略） 

２２～２３頁 

(2)その対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 農業 

（略） 

また、農地パトロールによる耕作放棄地の把握、農地中間管理事業

による担い手への農地の集積・集約化と耕作放棄地の発生防止・解消

に努める。さらに原材料支給、基盤整備のための補助事業、有害鳥獣

対策の補助事業や鳥獣被害対策実施隊への支援により、農地の保全

管理を促進する。 

 

（略） 

③ 企業誘致 

企業が進出しやすい環境を整えるため、地籍調査等の土地調査に

より、未利用地の有効活用を促進するとともに商業施策や雇用施策

と連携しつつ税等の優遇措置により積極的な企業誘致支援を行い、

関係機関や村民等との連携・協力や情報収集、情報発信に努める等、

村と村民が一体となった企業誘致を推進する。 

また、空き家等を活用したサテライトオフィス等の誘致により、本

村の自然環境や歴史・文化といった魅力を身近に味わうことができ

る新たな働く場の創出を検討する。 

（略） 

 

① 農業 

（略） 

また、農地パトロールによる耕作放棄地の把握、農地中間管理事業

による担い手への農地の集積・集約化と耕作放棄地の発生防止・解消

に努める。さらに原材料支給、基盤整備、農業経営の安定化に向けた

ビニールハウス栽培促進事業等の補助制度、有害鳥獣対策の補助事

業の拡充や鳥獣被害対策実施隊への支援により、農地の保全管理を

促進する。 

（略） 

③ 企業誘致 

企業が進出しやすい環境を整えるため、土地所有者の意向を踏ま

え産業用地を確保することはもとより、商業施策や雇用施策と連携

しつつ税等の優遇措置により積極的な企業誘致支援を行い、関係機

関や村民等との連携・協力や情報収集、情報発信に努める等、村と村

民が一体となった企業誘致を推進する。 

また、空き家等を活用したサテライトオフィスの誘致等により、本

村の自然環境や歴史・文化といった魅力を身近に味わうことができ

る新たな働く場の創出を検討する。 

（略） 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 観光 

（略） 

また、農林業をはじめ他の産業とも連携し、農業体験を通じた観光

ＰＲを進める。さらに、観光資源である自然環境に恵まれた金剛山を

中心に活性化を図るとともに、地産品等を村民との協働により本村

の特産品としてブランド化を図り、道の駅等における村内外に向け

た販売・提供を含めた観光情報発信の機能を強化する仕組みづくり

や地域活性化・交流拠点整備の検討を進める。 

さらに、おもてなしの観光まちづくりを進めるため、景観美観の向

上や案内板の整備、観光施設の整備等を進め周辺地域の一層の活性

化を図る。 

（略） 

 

 

目 標 
基準値 

（令和６年度） 

目標値 

（令和 12 年度） 
備 考 

④農法人数 ２法人 ４法人 基準値から増 

⑤害鳥獣駆除

数(年間) 
84 頭 120 頭 基準値から増 

⑥林間伐面積

(年間) 
31.02ha 53.00ha 基準値から増 

⑦地方税課税免除制

度を活用した企業誘

致・設備投資件数 

０件 １件 基準値から増 

⑧業支援受講者に

よる新規創業者数 
０人 ４人 基準値から増 

⑨規特産品数 ０品 ８品 基準値から増 

⑩観光協会 

会員数 
18 件 25 件 基準値から増 

 

⑤ 観光 

（略） 

また、農林業をはじめ他の産業とも連携し、農業体験を通じた観光

ＰＲを進める。さらに、地産品等を村民との協働により本村の特産品

としてブランド化を図り、道の駅等、村内外に向けた販売・提供を含

めた観光情報発信の機能を強化する仕組みづくりや地域活性化・交

流拠点整備の検討を進める。 

さらに、おもてなしの観光まちづくりを進めるため、景観美観の向

上や案内板の整備、観光地施設の整備等を進め周辺地域の一層の活

性化を図る。 

 

（略） 
 

目 標 
基準値 

（令和２年度） 

目標値 

（令和７年度） 
備 考 

営農法人数 ２法人 ３法人  

有害鳥獣駆除

数(年間) 
72 頭 120 頭 

基準値の

60％増 

森林間伐面積

(年間) 
53.53ha 53ha 基準値の維持 

地方税課税免除制度

を活用した企業誘

致・設備投資件数 

０件 １件  

創業支援受講者に

よる新規創業者数 
０人 ４人  

新規特産品数 ０品 ４品  

村観光協会 

会員数 
17 件 21 件 

基準値の

20％増 



２４頁 

(3)事業計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
持続的

発展施

策区分 

事業名 

（ 施設名 ） 
事業内容 事業主体 

２ 産

業の振

興 

（略） 

(10)過疎地域

持続的発展特

別事業 

 

（削） 

農作物被害防止対策事業 

電気柵、ワイヤメッシュ等の材料

費を補助 
千早赤阪村 

農業用施設整備事業 

農業用施設（水路・農道等）整備 

に係る費用を補助 
千早赤阪村 

農の活性化プロジェクト 

いちご等の新規就農のあっせん 
千早赤阪村 

民間事業者 

（削） 

（削） 

（削） 

（削） 

森林環境保全整備事業 

森林整備に対する補助 
千早赤阪村 

間伐材搬出利用促進事業 

間伐材搬出に対する補助 
千早赤阪村 

（略） 
 

 
持続的

発展施

策区分 

事業名 

（ 施設名 ） 
事業内容 事業主体 

２ 産

業の振

興 

（略） 

(10)過疎地域

持続的発展特

別事業 

 

農業次世代人材投資事業 

就農の安定化のための給付金助成 
千早赤阪村 

農作物被害防止対策事業 

電気柵、ワイヤメッシュ等の材料

費を補助 
千早赤阪村 

農業用施設整備事業 

農業用施設事業に係る原材料費

を補助 
千早赤阪村 

農の活性化プロジェクト 

いちごの楽園プロジェクト 

千早赤阪村 

民間事業者 
農産物直売所活性化事業 

 農産物直売所運営に対する補助 
千早赤阪村 

営農促進事業 

遊休農地で耕作を始める人に

対し、草刈委託費を補助 

千早赤阪村 

ビニールハウス栽培促進事業 
 ビニールハウスの材料費を補助 

千早赤阪村 

森林整備地域活動計画作成事業 

森林経営計画作成に対する補助 
千早赤阪村 

森林環境保全整備事業 

森林整備に対する補助 
千早赤阪村 

間伐材搬出事業 

間伐材搬出に対する補助 
千早赤阪村 

（略） 
 

２５頁 

(4)産業振興促

進事項 

 

 

 

 

① 産業振興促進区域及び振興すべき業種 
 

産業振興区域 業 種 計画期間 備考 

村内全域 

製造業、旅館

業、農林水産物

等販売業、情報

サービス業等 

令和８年４月１日～ 

令和 13 年３月 31 日 

 

① 産業振興促進区域及び振興すべき業種 
 

産業振興区域 業 種 計画期間 備考 

村内全域 

製造業、旅館

業、農林水産物

等販売業、情報

サービス業等 

令和３年９月 17 日～ 

令和９年３月 31 日 

 

 



第４章 地域における情報化 

変更箇所 変更後 変更前 

２６頁 

(1)現状と課題 

① 防災無線 

平成24年度に設置した災害発生時等に無線にて村内全域に発信で

きる防災行政無線の更新、音達不通地域における情報伝達手段の整

備等、防災をはじめとする行政情報の提供に努め、引き続き施設の維

持、活用を図る必要がある。 

② デジタル技術活用 

（略） 

今後、ＩＣＴ社会に対応した人材の育成、マイナンバーカード、キ

ャッシュレス決済等の新しい技術を活用した行政サービスの利便性

の向上、地域産業や住民活動の情報化による活性化等への対応が課

題となる。 

① 防災無線 

平成 24年度に設置した災害発生時等に無線にて村内全域に発信で

きる防災行政無線の更新、音達不通地域では戸別受信機を設置する

等、防災をはじめとする行政情報の提供に努め、引き続き施設の維

持、活用を図る必要がある。 

② デジタル技術活用 

（略） 

今後、ＩＣＴ社会に対応した人材の育成、マイナンバーカード、キ

ャッシュレス決済等の新しい技術を活用した行政サービスの向上、

地域産業や住民活動の情報化による活性化等への対応が課題とな

る。 

２６～２７頁 

(2)その対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

② デジタル技術活用 

（略） 

行政の情報化については、魅力的なホームページの作成やＳＮＳ

等新たな媒体の活用、電子申請や業務システム等電子自治体の構築

を進め、積極的な情報の発信、村民の利便性が向上するサービス提

供、業務の効率化に努める。 

 

目 標 
基準値 

（令和６年度） 

目標値 

（令和 12 年度） 
備 考 

⑪マイナンバー

カードを利用し

た電子申請手続

数 

13 件 ５件 
基準値の維持 
（目標値を下

回らない） 

⑫電子申請シ

ステム導入数 
１件 １件 基準値の維持 

⑬広報手段の

増加 
４件 ３件 基準値の維持 

（目標値を下回らない） 

 

（略） 

② デジタル技術活用 

（略） 

行政の情報化については、魅力的なホームページの作成やＳＮＳ

等新たな媒体の構築、電子申請や業務システム等電子自治体の構築

を進め、積極的な情報の発信、村民の利便性が向上するサービス提

供、業務の効率化に努める。 

 

目 標 
基準値 

（令和２年度） 

目標値 

（令和７年度） 
備 考 

マイナンバーカ

ードを利用した

電子申請手続数 
０件 27 件  

電子申請シス

テム導入数 
０件 ２件  

広報手段の増

加 
２件 ３件 

ＳＮＳを活用

した広報手段 
 



２７頁 

(3)事業計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
持続的

発展施

策区分 

事業名 

（ 施設名 ） 
事業内容 事業主体 

３ 地

域にお

ける情

報化 

(1)電気通信

施設等情報化

のための施設 

防災行政無線設備改良事業 

 防災行政無線施設の機器更新等 
千早赤阪村 

防災行政無線音達不通地域における

情報伝達手段の整備事業 

 情報伝達機器等の購入・設置 

千早赤阪村 

(2)過疎地域

持続的発展特

別事業 

広報戦略推進事業 

広報紙、ホームページ、SNS を活

用した情報発信 

千早赤阪村 

 
（削） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
持続的

発展施

策区分 

事業名 

（ 施設名 ） 
事業内容 事業主体 

３ 地

域にお

ける情

報化 

(1)電気通信

施設等情報化

のための施設 

防災行政無線設備改良事業 

 防災行政無線施設の機器更新等 
千早赤阪村 

防災行政無線戸別受信機購入・設置

事業 

 戸別受信機等の購入・設置 

千早赤阪村 

(2)過疎地域

持続的発展特

別事業 

広報戦略推進事業 

広報紙、ホームページ、SNS を活

用した情報発信の実施 

千早赤阪村 

行政手続オンライン化事業 

電子申請の導入 
千早赤阪村 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第５章 交通施設の整備、交通手段の確保 

変更箇所 変更後 変更前 

●２８頁 

(1)現状と課題 

 

（略） 

③ 公共交通  

本村の公共交通は、令和５年 12 月、金剛バス路線廃止に伴いその

代替えとして富田林市、太子町、河南町及び千早赤阪村地域公共交通

活性化協議会を設立し運行する金剛ふるさとバス（コミュニティバ

ス）、南海バスがそれぞれ近鉄富田林駅、南海・近鉄河内長野駅を発

着して運行しており、通勤・通学をはじめとする日常生活に欠かせな

い役割を担っている。 

（略） 

③ 公共交通  

本村の公共交通は、金剛バス、南海バスがそれぞれ近鉄富田林駅、

南海・近鉄河内長野駅を発着して運行しており、通勤・通学をはじめ

とする日常生活に欠かせない役割を担っている。 

 

 

 

２９頁 

(2)その対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 道路 

 広域交流を促進し、地域の活性化を図るため、引き続き、府県間

をつなぐ国道 309 号整備工事の早期実現を図るため関係団体等と連

携した取組を進める。 

村内の中央部から金剛山の麓までの府道富田林五条線をはじめ、

府道６路線については、老朽化への対応、道路通行の安全確保や緊急

時の緊急交通路の確保等のため早急な改良等を大阪府に要望する。 

（略） 

③ 公共交通 

（略） 

また、公共交通空白地域についても、交通事業者、村民等地域の協

力を得て、地域公共交通の確保に努めるとともに新たな対策を検討

する。 

 

目 標 
基準値 

（令和６年度） 

目標値 

（令和 12 年度） 
備 考 

⑭道路改良率 58.0％ 60.0％ 基準値から増 

⑮緊急交通路の

橋梁の耐震化率 
50％ 100％ 基準値から増 

⑯村内の公共交

通機関路線延長 
L=14.8 ㎞ L=22.7 ㎞ 基準値から増 

 

① 道路 

広域交流を促進し、地域の活性化を図るため、引き続き、国道

309 号河南赤阪バイパス整備工事の早期実現を図るため関係団体等

と連携した取組を進める。 

村内の中央部から金剛山の麓までの府道富田林五条線をはじめ、

府道６路線については、老朽化への対応、道路通行の安全確保や緊

急時の緊急交通路の確保等のため早急な改良等を府に要望する。 

（略） 

③ 公共交通 

（略） 

また、公共交通空白地域についても、交通事業者、村民等地域の

協力を得て、地域公共交通の維持を図る。 

 

 

目 標 
基準値 

（令和２年度） 

目標値 

（令和７年度） 
備 考 

道路改良率 57.5％ 58.5％ 
基準値から

１％増 

緊急交通路の橋

梁の耐震化率 
50％ 75％ 

基準値から

25％増 

村内の公共交通

機関路線延長 
L=22.7 ㎞ L=22.7 ㎞ 基準値の維持 

 



３０頁 

(3)事業計画 

 
持続的

発展施

策区分 

事業名 

（ 施設名 ） 
事業内容 事業主体 

４ 交

通施設

の 整

備、交

通手段

の確保 

(1)市町村道 

 

村道橋梁整備事業 

村道、橋梁の維持、整備、修繕 
千早赤阪村 

（削） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削） 

 

 

 

 

（削） 

  

（削） 

 

 
持続的

発展施

策区分 

事業名 

（ 施設名 ） 
事業内容 事業主体 

４ 交

通施設

の 整

備、交

通手段

の確保 

(1)市町村道 

 

村道橋梁整備事業 

村道、橋梁の維持、整備、修繕 
千早赤阪村 

道路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

村道水分森屋線     

（設計） Ｌ＝300ｍ 
千早赤阪村 

村道水分森屋線     

（改良） Ｌ＝300ｍ  
千早赤阪村 

村 道 小 吹 台 北 ５ 号 線 外 ３ 路 線  

（舗装） Ｌ＝800ｍ 
千早赤阪村 

村 道 小 吹 台 南 ７ 号 線 外 ３ 路 線  

（舗装） Ｌ＝900ｍ 
千早赤阪村 

村道小吹台北線外３路線 

（舗装） Ｌ＝800ｍ 
千早赤阪村 

村道小吹台北 11 号線外２路線 

（舗装） Ｌ＝70ｍ 
千早赤阪村 

村道小吹台東３号線外３路線   

（舗装） Ｌ＝800ｍ 
千早赤阪村 

村道小吹台学校１号線外３路線  

（舗装） Ｌ＝700ｍ 
千早赤阪村 

村道学校上東阪線       

（改良） Ｌ＝200ｍ 拡幅工事 
千早赤阪村 

村道橋梁整備事業 

村道、橋梁の維持、整備、修繕 
千早赤阪村 

橋梁 

 

 

 

桐山時田橋      （設計） 千早赤阪村 

桐山時田橋      （補修） 千早赤阪村 

桐山大橋       （設計） 千早赤阪村 

桐山大橋       （補修） 千早赤阪村 

 



 

 

 (2) 農道 農道整備事業 

 農道の維持、整備、修繕 
千早赤阪村 

(9)過疎地域持

続的発展特別

事業 

地域公共交通事業 

地域公共交通計画の策定・実施 

千早赤阪村 

交通協議会 

地域公共交通デジタル化事業 

 地域公共交通のデジタル化 

千早赤阪村 

交通協議会 

地域公共交通利用料助成事業 

 タクシー・バス利用料の助成 

千早赤阪村 

交通協議会 

地域公共交通確保事業 

コミュニティバスの運行 

千早赤阪村 

交通協議会 

４市町村地域公共交通活性化事業 

４市町村地域公共交通活性化協議

会負担金 

千早赤阪村 

交通協議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 農道 農道整備事業 

 農道の維持、整備、修繕 
千早赤阪村 

(9)過疎地域持

続的発展特別

事業 

地域公共交通事業 

タクシー・バス利用料の助成 
千早赤阪村 

地域公共交通事業 

 地域公共交通計画の策定・実施 

千早赤阪村 

交通協議会 

路線バス等キャッシュレス化システム整備事業 

 スマートフォンアプリによる定期券の導入 

千早赤阪村 

広域協議会 

地域公共交通事業 

 コミュニティバス運行事業 
千早赤阪村 

４市町村地域公共交通活性化協議会

負担金 
千早赤阪村 

広域協議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第６章 生活環境の整備 

変更箇所 変更後 変更前 

３１～３２頁 

(1)現状と課題 

① 上水道施設 

本村の水道事業は、業務の効率化、サービス水準の維持・向上及び

非常時の対応を図るため、平成 29 年に大阪広域水道企業団と経営統

合した。 

（略） 

② 下水道施設 

 本村の下水道事業は、平成５年度から事業に着手し、令和６年度末

での整備面積 210.36ha、整備率 56.7％、普及率 79.9％、水洗化率

88.2％となっている。また、下水道計画区域以外については、浄化槽

設置補助事業を実施しており、令和６年度末で約 47％の整備率であ

る。 

（略） 

③ 廃棄物処理 

本村で１年間に排出される廃棄物の量は令和６年度は約 1,636ｔ

で、これらの廃棄物は、３市２町１村で構成する南河内環境事業組合

で共同処理している。 

 

 

 

 

 

 

（略） 

④ 消防・防災 

（略） 

 常備消防体制については、令和６年から５市２町１村で構成され

た、大阪南消防組合による消防広域化に伴い、本村には千早赤阪出張

① 上水道施設 

本村の水道事業は、業務の効率化、サービス水準の維持・向上及び

非常時の対応を図るため、平成 29年に大阪広域水道企業団と統合し

た。 

（略） 

② 下水道施設 

 本村の下水道事業は、平成５年度から事業に着手し、令和２年度末

での整備面積 207.37ha、整備率 55.9％、普及率 78.7％、水洗化率

85.6％となっている。また、下水道計画区域以外については、浄化槽

設置補助事業を実施しており、令和２年度末で約 45％の整備率であ

る。 

（略） 

③ 廃棄物処理 

本村で１年間に排出される廃棄物の量は令和２年度は約 1,691ｔ

で、これらの廃棄物は、３市２町１村で構成する南河内環境事業組合

で共同処理している。 

南河内環境事業組合の施設については、昭和 57年に建設され、39

年経過しており、今後、令和４年度から３ヵ年で計画的に施設を整備

していくため、多額の負担が必要と予想される。また、し尿処理につ

いても南河内環境事業組合において共同処理しており、下水道の普

及により収集・処理量とも減少傾向であるが、今後も浄化槽汚泥、汲

み取りし尿が発生することから、計画的な施設管理が必要である。 

（略） 

④ 消防・防災 

（略） 

 常備消防体制については、現在、事務委託している富田林市消防本

部に１署３分署が設置され、本村に千早赤阪分署を設置している。千



所が設置され、出張所には、消防タンク車、救急車及び山岳資機材搬

送車各１台を配備している。 

今後、消防組合として、車両及び資機材などの計画的な更新が必要と

なっている。 

 また、消防団は、７分団あり、本団に指令車１台、分団に消防ポン

プ車１台、消防小型動カポンプ積載車 13台を配備している。また、

普通消火栓 233 基、防火水槽 18 基が整備されている。今後は、消火

栓及び防火水槽の適切な機能維持管理を図る。 

 村民の誰もが安全で安心して暮らせるよう、防災に取り組む民間

事業者等との連携や「地域防災計画」に基づき村民と行政が一体とな

って平時から防災に取り組み、災害に強いむらづくりに努めていく

必要がある。 

早赤阪分署には消防タンク車１台、消防小型動力ポンプ車１台、高規

格救急車１台を配備しているが、消防救急無線のデジタル化をはじ

め、通信指令システム等の整備や車両及び資機材の老朽化に伴い、計

画的な更新が必要となっている。 

 また、消防団は、７分団あり、本団に指令車１台、分団に消防ポン

プ車１台、消防小型動カポンプ積載車 13台を配備している。また、

普通消火栓 232 基、防火水槽 18 基が整備されている。近年の出火件

数はほぼ横ばいであるが、中山間地域という地理的条件から消防水

利の確保が課題であり、そのための設備や施設整備が求められる。 

 村民誰もが安全で安心して暮らせるよう、防災に取り組む民間事

業者等との協定締結数の増加連携や「地域防災計画」に基づき村民と

行政が一体となって平時から防災に取り組み、災害に強いむらづく

りに努めていく必要がある。 

３２～３３頁 

(2)その対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 上水道施設 

 将来にわたり安心、安全な水道水を安定的に供給するため、大阪広

域水道企業団による効率的な水道施設の更新、適正な維持管理、資金

の確保等適正な水道事業運営を図る。 

 

（略） 

④ 消防・防災 

 がけ崩れや地すべり等、土砂災害の防止・軽減に資するため、危険

箇所の適切な把握に努め、土砂災害防止施設の整備を図るよう大阪

府に積極的に要望する。また災害から村民の生命、身体及び財産を守

るため、土砂災害特別警戒区域内の既存家屋の除却や移転、補強や住

宅耐震に対する補助制度により、安心、安全な暮らしを確保する。 

 常備消防体制については、大阪南消防組合の一員として、緊急時や

災害時に迅速に対応できる消防体制の強化を図り車両及び資機材の

整備を進める。また、既に整備を進めている防災行政無線の施設等の

更新、維持、活用を図り、災害に強いむらづくりを推進する。 

① 上水道施設 

 将来にわたり安心、安全な水道水を安定的に供給するため、大阪広

域水道企業団による効率的な水道施設の更新、適正な維持管理、資金

の確保等適正な水道事業運営を図る。なお、事業運営の経費に対し

て、本村から繰出しを行うことにより、住民負担の軽減を図る。 

（略） 

④ 消防・防災 

 がけ崩れや地すべり等、土砂災害の防止・軽減に資するため、危険

箇所の適切な把握に努め、土砂災害防止施設の整備を図るよう府に

積極的に要望する。また災害から村民の生命、身体及び財産を守るた

め、土砂災害特別警戒区域内の既存家屋の除却や移転、補強や住宅耐

震に対する補助制度により、安心、安全な暮らしを確保する。 

 常備消防体制については、大阪南消防組合の一員として、緊急時や

災害時に迅速に対応できる消防体制の強化を図り通信指令システム

等の整備や車両及び資機材の整備を進める。また、既に整備を進めて

いる防災行政無線の施設等の更新、維持、活用を図り、災害に強いむ



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 消防自動車をはじめとする車両や資機材等は、装備計画に基づき

更新事業を実施する。さらに、これらの施設等を支障なく有効に活用

するために維持管理を図る。 

 また、消火活動の環境整備のため、防火水槽や消火栓等の適切な機

能維持管理を図る。 

 村民と行政が一体となって平時から防災に取り組むため、地域が

主体となる自主防災組織の育成を推進し、避難所等の維持管理や、災

害時の備蓄品や資機材の確保等、災害に強いむらづくりに取り組む。 

 

 

 

 

目 標 
基準値 

（令和６年度） 

目標値 

（令和 12 年度） 
備 考 

⑰水洗化率 88.2％ 92.2％ 
基準値から増 

（下水道） 

⑱浄化槽整備率 46.8％ 53.3％ 
基準値から増 

（合併浄化槽） 

⑲下水道普及

率 
79.9％ 80.0％ 基準値から増 

⑳廃棄物総排

出量（年間) 
1,636 t 1,630t 基準値から減 

㉑有価物回収

量（年間） 
210.0ｔ 268.9ｔ 基準値から増 

㉒自主防災組

織の結成数 
13 件 13 件 基準値の維持 

㉓災害協定の

締結件数 
12 件 12 件 基準値の維持 

 

らづくりを推進する。 

 消防自動車をはじめとする車両や資機材等は、経年劣化による老

朽化に伴い、更新計画を立て、この計画に基づき更新事業を実施す

る。さらに、これらの施設等を支障なく有効に活用するために維持管

理を図る。 

 また、消火活動の環境整備のため、消防水利の確保が必要であり、

防火水槽や消火栓等の施設整備を図る。 

 村民と行政が一体となって平時から防災に取り組むため、地域が

主体となる自主防災組織の育成を推進し、避難所及び備蓄倉庫等の

整備や、災害時の備蓄品や資機材の確保等、災害に強いむらづくりに

取り組む。 

 

目 標 
基準値 

（令和２年度） 

目標値 

（令和７年度） 
備 考 

水洗化率 85.6％ 85.7％ 下水道 

浄化槽整備率 45.4％ 53.0％ 合併浄化槽 

下水道普及率 78.7％ 79.5％  

廃棄物総排出

量（年間) 
1,691ｔ 1,630t 

基準値の

3.6％減 

有価物回収量 

（年間） 
256.6t 268.9ｔ 

基準値の

4.8％増 

自主防災組織

の結成数 
10 件 13 件 

全ての地区・

自治会で結成 

災害協定の締

結件数 
３件 ８件  

 



３４頁 

(3)事業計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

持続的

発展施

策区分 

事業名 

（ 施設名 ） 
事業内容 事業主体 

５ 生

活環境

の整備 

（略） 

(2)下水処理

施設等 

公共下水道 

 

下水道整備工事  

二河原辺・吉年地区 

千早赤阪村 

（略） 

(5)消防施設 消防団消防車両・資機材整備事業 

 軽自動車消防小型ポンプ積載車ほか 
千早赤阪村 

消防用水利整備事業 

 耐震性貯水槽設置 
千早赤阪村 

 

（削） 

 

(7)過疎地域

持続的発展特

別事業 

（略） 

有価物集団回収支援事業 

 古紙古布のリサイクルにおける

地域の集団回収事業補助  

千早赤阪村 

自主防災組織結成支援事業 

自主防災組織育成の資機材等の助成 
千早赤阪村 

備蓄品等整備事業 

備蓄品及び資機材の購入 
千早赤阪村 

がけ地近接等危険住宅移転補助事業 

 危険住宅の除却・移転に伴う新規

住宅建設経費の一部助成 

千早赤阪村 

（略） 
 

 

持続的

発展施

策区分 

事業名 

（ 施設名 ） 
事業内容 事業主体 

５ 生

活環境

の整備 

（略） 

(2)下水処理

施設等 

公共下水道 

 

下水道整備工事  

水分・吉年地区 

千早赤阪村 

（略） 

(5)消防施設 消防団消防車両・資機材整備事業 

 軽自動車消防小型ポンプ積載車ほか 
千早赤阪村 

消防用水利整備事業 

 耐震性貯水槽設置 
千早赤阪村 

備蓄倉庫等整備事業 

 災害時の備蓄倉庫等の整備、

備蓄品及び資機材の購入 

千早赤阪村 

(7)過疎地域

持続的発展特

別事業 

（略） 

有価物集団回収支援事業 

 古紙古布のリサイクルにおける

地域の集団回収事業補助  

千早赤阪村 

自主防災組織結成支援事業 

自主防災組織育成の資機材等の助成 
千早赤阪村 

がけ地近接等危険住宅移転補助事業 

 危険住宅の除却・移転に伴う新規

住宅建設経費の一部助成 

千早赤阪村 

（略） 

 



第７章 子育て環境の確保、高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進 

変更箇所 変更後 変更前 

３５～３６頁 

(1)現状と課題 

① 児童福祉  

（略） 

こうした中、子育て支援として、妊婦から出産までは妊婦健診全額

相当の助成等、新生児から幼児までは子育て拠点事業や子育て応援

出産お祝い事業等、また小学校から中学校卒業までは給食費助成事

業等、妊婦から中学生まで切れ目のない子育て環境の充実を図って

いるが、依然少子化は進展している。  

（略） 

② 高齢者福祉 

本村の 65 歳以上の高齢者人口は、令和２年では 2,232 人(国勢調

査)で高齢化率は、45.5％となっており、府内でも高齢化率が高く、

今後さらに増加していくことが予測される。 

（略） 

④ 保健衛生 

（略） 

このため、「健康ちはやあかさか 21(第４期)（健康増進計画、食育

推進計画及び自殺対策計画）」により、個人の生活習慣の改善に加え

て、社会環境の改善に向けて、関係機関と協力した取組を行ってい

る。 

また、死因の３割を占めるがんについては早期発見・早期治療が特

に重要と考え対策を行っているが、より受診しやすい体制づくりが

必要である。 

（略） 

健康づくりの拠点である保健センターは、建設後約30年が経過し、

令和元年度に大規模改修を行ったが老朽化による設備の補修や維持

管理等が必要である。 

① 児童福祉  

（略） 

こうした中、子育て支援として、妊婦から出産までは妊婦健診全額

相当の助成等、新生児から幼児までは子育て拠点の開設や子育て応

援出産お祝い事業等、また小学校から中学校卒業までは給食費助成

事業等、妊婦から中学生まで切れ目のない子育て環境の充実を図っ

ているが、依然少子化は進展している。  

（略） 

② 高齢者福祉 

本村の 65歳以上の高齢者人口は、平成 27 年では 2,211 人(国勢調

査)で高齢化率は、45.4％となっており、府内でも高齢化率が一番高

く、今後さらに増加していくことが予測される。 

（略） 

④ 保健衛生 

（略） 

このため、「健康ちはやあかさか 21(健康増進計画・食育推進計

画)(第３期)」により、個人の生活習慣の改善に加えて、社会環境の

改善に向けて、関係機関と協力した取組を行っている。 

また、死因の３割を占めるがんについては早期発見・早期治療が特

に重要と考え対策を行っているが、より受診しやすい体制づくりが

必要である。 

 

（略） 

健康づくりの拠点である保健センターは、建設後 26 年が経過し、

令和元年度に大規模改修を行ったが老朽化による設備の補修や維持

管理等が必要である。 



３６～３８頁 

(2)その対策 

 

 

 

① 児童福祉 

（略） 

 子どもの健全育成と子育ての精神的不安を解消するため、育児交

流・相談やサポート体制の拠点であるこども家庭センターの体制や

子どもを健康に育んでいくため、妊娠・出産・育児における母子保健

事業の体制を強化する。 

② 高齢者福祉 

（略） 

そのため、地域包括支援センターが、医療・介護・予防・住まい・

生活支援が一体的に提供される「地域包括ケアシステム」の中核的な

役割を担い、重度化予防や医療介護の連携による強化、さらに高齢者

を地域全体で見守り・支える地域づくりを推進するためシステム構

築を進める。 

また、地域包括支援センター運営協議会や地域ケア会議にて情報

の共有を図るとともに、広報や通いの場での周知により高齢者が住

み慣れた地域で暮らし続けられるよう積極的に情報を発信していく

よう努める。 

高齢者が住み慣れた地域で生きがいを持ち生活できるよう、介護

予防教室事業、自主的な介護予防の取組支援、老人クラブ活動支援を

行い、活力と生きがいのあるいきいきとした社会参加のための支援

を行う。また、村内にある介護予防拠点施設（いきいきサロン）の整

備や改修に取り組む。 

③ 障がい(児)者福祉 

（略） 

また、障がい(児)者とその家族が地域でいきいきと安心して生活

を送っていくため、相談支援体制や、地域の相談支援の拠点である基

幹相談支援センターの充実に取り組む。 

（略） 

 

① 児童福祉 

（略） 

 子どもの健全育成と子育ての精神的不安を解消するため、育児交

流・相談やサポート体制の拠点である地域子育て支援センターの体

制や子どもを健康に育んでいくため、妊娠・出産・育児における母子

保健事業の体制を強化する。 

② 高齢者福祉 

（略） 

そのため、地域包括支援センターが、医療・介護・予防・住まい・

生活支援が一体的に提供される「地域包括ケアシステム」の中核的な

役割を担い、重度化予防や医療介護の連携による強化、さらに高齢者

を地域全体で見守り・支える地域づくりを推進するため社会福祉協

議会と連携しシステム構築を進める。 

また、地域包括支援センター運営協議会や地域ケア会議に村民代

表を選出して情報の共有を図るとともに、情報公開システム等を活

用し、高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けられるよう積極的に情

報を発信していくよう努める。 

高齢者が住み慣れた地域で生きがいを持ち生活できるよう、介護

予防教室事業、自主的な介護予防の取組支援、老人クラブ活動支援を

行い、活力と生きがいのあるいきいきとした社会参加のための支援

を行う。また、村内に２カ所ある介護予防拠点施設（いきいきサロン）

の充実を図る。 

③ 障がい(児)者福祉 

（略） 

また、交流機会の拡大と地域社会での障がい(児)者に対する意識

啓発、就労に向けた取組の実現をめざし、社会福祉協議会等が実施す

る活動等に対し支援する。 

（略） 

 



 

目 標 
基準値 

（令和８年度） 

目標値 

（令和 12 年度） 
備 考 

㉔出生数 

(年間) 
11 人 26 人 基準値から増 

㉕地域子育て

支援拠点事業

未就学児１人

あたりの利用

(年間) 

5.0 回 5.2 回 基準値から増 

㉖要介護認定

者数 
423 人 292 人 基準値から減 

㉗介護予防自

主グループ数 
13 グループ 16 グループ 基準値から増 

㉘介護予防・日

常生活支援総

合事業の利用

者数(年間) 

658 人 612 人 基準値から減 

㉙福祉施設か

ら一般就労へ

の移行者数(年

間) 

0 人 １人  基準値から増 

㉚がん検診受

診率 

胃がん 

大腸がん 

肺がん 

乳がん 

子宮頸がん 

7.3％ 

7.9％ 

6.6％ 

16.4％ 

15.2％ 

胃がん 

大腸がん 

肺がん 

乳がん 

子宮頸がん 

8.0％ 

8.0％ 

7.0％ 

16.0％ 

16.0％ 

基準値の維持 

 

 

 

 

目 標 
基準値 

（令和２年度） 

目標値 

（令和７年度） 
備 考 

出生数(年間) 16 人  26 人  

地域子育て支

援拠点事業未

就学児１人あ

たりの利用(年

間) 

5.0 回 5.2 回 基準値の維持 

要介護認定者

数 
324 人 304 人 

基準値の

6.2％減 

介護予防自主

グループ数 
11 グループ 14 グループ  

介護予防・日常

生活支援総合

事業の利用者

数(年間) 

636 人 576 人 
基準値の

9.4％減 

福祉施設から

一般就労への

移 行 者 数  

(年間) 

０人  １人   

がん検診受診

率 

胃がん 

大腸がん 

肺がん 

乳がん 

子宮頸がん

7.1％ 

7.2％ 

6.1％ 

15.4％ 

15.6％ 

胃がん 

大腸がん 

肺がん 

乳がん 

子宮頸がん 

7.6％ 

7.6％ 

6.6％ 

15.7％ 

15.8％ 

基準値の

0.2％から

0.5％増 

 



３８頁 

(3)事業計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

持続的

発展施

策区分 

事業名 

（ 施設名 ） 
事業内容 事業主体 

６ 子

育て環

境の確

保、高

齢者等

の保健

及び福

祉の向

上及び

増進 

（削） 

(3)高齢者福

祉施設 

その他 

いきいきサロン整備事業 

いきいきサロンの設備や施設

改修等 

千早赤阪村 

(7)市町村保

健センター及

びこども家庭

センター 

保健センター整備事業 

保健センターの設備や施設改

修等 

千早赤阪村 

（略） 
 

 

持続的

発展施

策区分 

事業名 

（ 施設名 ） 
事業内容 事業主体 

６ 子

育て環

境の確

保、高

齢者等

の保健

及び福

祉の向

上及び

増進 

(2)認定こど

も園 

認定こども園整備事業 

 認定こども園園舎の改修工事 

千早赤阪村 

民間事業者 

(3)高齢者福

祉施設 

その他 

いきいきサロン整備事業 

いきいきサロンの設備や施設

改修等 

千早赤阪村 

(7)市町村保

健センター及

びこども家庭

センター 

保健センター整備事業 

保健センター整備 千早赤阪村 

（略） 
 

 



第８章 医療の確保 

変更箇所 変更後 変更前 

４０頁 

(1)現状と課題 

① 診療施設 

（略） 

なお、村国民健康保険千早診療所については、築 50 年以上経過して

いるため、施設の老朽化・耐震等が課題となっている。 

（略） 

① 診療施設 

（略） 

なお、村国民健康保険千早診療所については、築 40 年以上経過して

いるため、施設の老朽化・耐震等が課題となっている。 

（略） 

４０～４１頁 

(2)その対策 

 

 

 

 

（略） 

 

目 標 
基準値 

（令和６年度） 

目標値 

（令和 12 年度） 
備 考 

㉛医療機関数 ４カ所 ４カ所 基準値の維持 

 

 

 

（略） 

 

目 標 
基準値 

（令和２年度） 

目標値 

（令和７年度） 
備 考 

医療機関数 ４カ所 ４カ所 基準値の維持 

 

４１頁 

(3)事業計画 

 

持続的

発展施

策区分 

事業名 

（ 施設名 ） 
事業内容 事業主体 

７ 医

療の確

保 

(1)診療施設 

診療所 

国民健康保険診療所整備事業 

診療所のあり方を検討、設備

や施設改修等 

千早赤阪村 

（略） 

 

 

 

 

持続的

発展施

策区分 

事業名 

（ 施設名 ） 
事業内容 事業主体 

７ 医

療の確

保 

(1)診療施設 

診療所 

国民健康保険診療所整備事業 

診療所のあり方を検討、設備

の整備 

千早赤阪村 

（略） 

 

 

 



第９章 教育の振興 

変更箇所 変更後 変更前 
４２～４３頁 
(1)現状と課題 
 

① 生涯学習 
（略） 

生涯学習活動として、英語教育が盛んな本村の特色を活かした英
語教室、歴史・文化について探究する座学形式の講座、マリンスポー
ツを体験する機会の少ない児童を対象にした事業等、村の地域性、特
色を活かした多様な学習機会の提供を行っている。今後、さらに村民
ニーズに対応した事業の拡充と見直しが必要となっている。 
 社会教育施設については、各施設共に利用人数・収入は横ばい傾向
にあるとともに、老朽化による改修及びサービスの向上が必要とな
っている。 
 
 
 

（略） 
② 学校教育 
 本村には、４幼稚園、４小学校、１中学校であったが、平成 12

年に幼稚園を一園に統合し、平成 19年・20 年には小学校を４校から
２校に統合した。また、令和２年３月に公立幼稚園を廃止し、認定こ
ども園を設置したため、現在は、社会福祉法人による公私連携幼保連
携型認定こども園、１園、小学校２校及び中学校１校体制となってい
る。 

今後さらに、人口減少や少子化により児童・生徒数の減少が予測さ
れ、地域の将来を担う子どもたちの健全育成のためにも、少人数であ
ることのメリットを最大限に活かす教育内容の一層の充実をめざし
た教育環境の整備が必要である。 

本村では小・中学校の９年間を通じ、一貫した教育を推進するこ
とにより、「生きる力の育成」を図り、「確かな学力」の確立と「豊
かな人間性と道徳心」を育むとともに、外国語活動・情報化教育等
の充実に努め、村の特色を生かした学校づくりを進めている。学校
の統廃合に伴う遠距離通学対策としてスクールバス運行等の通学支
援も実施している。 

（略） 
また、充実した情報化教育を推進するため、国のＧＩＧＡスクール構
想の下で整備したコンピューター端末の更新が必要となる。 

（略） 

① 生涯学習 
（略） 

生涯学習活動として、英語教育が盛んな本村の特色を活かした英
語教室、歴史・文化について探究する座学形式の講座、マリンスポー
ツを体験する機会の少ない幼児・児童を対象にした水泳教室等、村の
地域性、特色を活かした多様な学習機会の提供を行っている。今後、
さらに村民ニーズに対応した事業の拡充と見直しが必要となってい
る。 
 社会教育施設については、各施設共に利用人数・収入が減少傾向に
あるとともに、老朽化による改修及びサービスの向上が必要となっ
ている。とりわけ、図書室については、蔵書の充実や図書検索のネッ
トワークシステムの更新等、村民ニーズに対応したサービスの提供
や施設整備を行う必要がある。 

（略） 
② 学校教育 
本村には、４幼稚園、４小学校、１中学校があったが、平成 12 年

に幼稚園を一園に統合し、平成 19 年・20 年には小学校を４校から２
校に統合した。また、令和２年３月に公立幼稚園を廃止し、認定こど
も園を設置したため、現在は、小学校２校、中学校１校及び社会福祉
法人による公私連携幼保連携型認定こども園となっている。 

今後さらに、人口減少・少子化により児童数の減少が予測され、地
域の将来を担う子どもたちの健全育成のためにも、教育内容の一層
の充実をめざした教育環境の整備や再編の検討が必要である。 

本村では小・中の９年間を通じ、一貫した教育を推進することに
より、「生きる力の育成」を図り、「確かな学力」の確立と「豊かな
人間性と道徳心」を育むとともに、外国語活動・情報化教育等の充
実に努め、村の特色を生かした学校づくりを進めている。学校の統
廃合に伴う遠距離通学対策としてスクールバス運行等の通学支援も
実施している。 

 
 

（略） 
また、充実した情報化教育を推進するため、国のＧＩＧＡスクール構
想の下で整備したタブレット端末の更新が必要となる。 

（略） 



４３～４４頁 
(2)その対策 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 生涯学習 

（略） 

くすのきホールや郷土資料館、Ｂ＆Ｇ海洋センター等の社会教育

施設については、施設の老朽化が進んでいることから、今後、施設の

あり方を検討しながら、村民や利用者ニーズに対応した施設の改修

方法を検討し、計画的に設備等の改修を実施する。 

（略） 

② 学校教育 

（略） 

 今後もさらなる少子化等による児童・生徒数の減少が予測される

中、少人数であることのメリットを最大に活かす教育を進めていく

必要があり、国が推奨する学校運営協議会を設置し、産官学協働の教

育活動を推進しながら将来を担う子どもたちの健全育成や教育内容

の一層の充実をめざす。 

 また、児童・生徒の安全な登下校の確保のため計画的に通学バスの

更新を行う。 

（略） 

 児童・生徒の心身の健全な発育と食生活改善を促進するため、食

育、地産地消も含めた学校給食を推進するとともに、食の安全性を確

保するため、学校給食施設のあり方を検討するとともに、設備の計画

的な更新を行う。 

 

目 標 
基準値 

（令和６年度） 

目標値 

（令和 12 年度） 
備 考 

㉜全国学力・学

習状況調査の平

均正答率 

中学校 

大阪府平均正答率を

下回る 

中学校 

大阪府平均正答率を

上回る 

基準値から増 

㉝全国学力・学

習状況調査の平

均正答率 

小学校 

大阪府平均正答率を

上回る 

小学校 

大阪府平均正答率を

上回る 

基準値の維持 

㉞全欠児童生徒

数 
０人 ０人 基準値の維持 

㉟図書室貸出冊

数(年間) 
12,765 冊 15,500 冊 基準値から増 

㊱図書室の利用

者数(年間) 
3,494 人 3,300 人 基準値の維持 

 

① 生涯学習 

（略） 

くすのきホールや郷土資料館、Ｂ＆Ｇ海洋センター等の社会教育

施設については、施設の老朽化が進んでいることから、今後、村民や

利用者ニーズに対応した施設の改修方法を検討し、計画的に設備等

の改修を実施する。 

（略） 

② 学校教育 

（略） 

 今後もさらなる少子化等による児童・生徒数の減少が予測される

中、学校の適正規模を検討し、将来を担う子どもたちの健全育成や教

育内容の一層の充実をめざす。 

 また、児童・生徒の安全な登下校の確保のため計画的に通学バスの

更新を行うとともに、遠距離通学者への通学費を支援する。 

 

 

（略） 

 児童・生徒の心身の健全な発育と食生活改善を促進するため、食

育、地産地消も含めた学校給食を推進するとともに、食の安全性を確

保するため、学校給食施設や設備の計画的な更新を行う。 

 

 

目 標 
基準値 

（令和２年度） 

目標値 

（令和７年度） 
備 考 

全国学力・学習

状況調査の平均

正答率 

中学校 

大阪府平均正答率と

同等 

中学校 

大阪府平均正答率を

上回る 

令和 2年度は実施

していないため、

令和元年度を基準

値とする。 

全国学力・学習

状況調査の平均

正答率 

小学校 

大阪府平均正答率と

同等 

小学校 

大阪府平均正答率を

上回る 

令和 2年度は実施

していないため、

令和元年度を基準

値とする。 

全欠児童生徒数 ０人 ０人 基準値の維持 

図書室貸出冊数

(年間) 
13,120 冊 14,000 冊 

基準値の

6.7％増 

図書室の利用者

数(年間) 
3,131 人 3,300 人 

基準値の

5.4％増 
 

 



第 10 章 集落の整備 

変更箇所 変更後 変更前 

４６頁 

(1)現状と課題 

① 集落の整備 

（略） 

本村の自治組織は、13地区・自治会あり、それぞれの地区に集会

施設が整備され、地域活動が行われている。世帯数は、核家族化等

の影響により大半の集落で横ばい傾向にあるが、人口は減少してい

る。 

集落の抱える課題としては、少子高齢化が進展し、若年層の地域

離れに拍車がかかり、集落が持つ公益的機能の低下が懸念されるほ

か、老朽空き家が放置されることにより、集落環境を悪化させ、住

環境や景観を損なうなどの影響が問題となっている。 

（略） 

① 集落の整備 

（略） 

本村の自治組織は、13地区・自治会あり、それぞれの地区に集会

施設が整備され、地域活動が行われている。世帯数は、核家族化等

の影響により大半の集落で微増傾向にあるが、人口は減少してい

る。 

集落の抱える課題としては、少子高齢化が進展し、若年層の地域

離れに拍車がかかり、集落が持つ公益的機能の低下が懸念されてい

る。 

（略） 

４６頁 

(2)その対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 集落の整備 

（略） 

田舎のもつ豊かな自然や文化遺産、伝統芸能を活かした地域間交

流を推進し、関係人口の増加による地域の活性化を推進する。 

老朽空き家については、解体・除却を推進する。 

また、犯罪等を未然に防止し、村民が安心して暮らすことができる

むらづくりを推進するため、防犯カメラ等を維持管理し、防犯対策の

強化を図る。 

 

目 標 
基準値 

（令和６年度） 

目標値 

（令和 12 年度） 
備 考 

㊲防犯カメラ

設置台数 
13 台 11 台 

基準値の維持 

（目標値を下回

らない） 

㊳危険廃屋の解

体撤去（年間） 
０戸 ２戸 基準値から増 

 

① 集落の整備 

（略） 

田舎のもつ豊かな自然や文化遺産、伝統芸能を活かした地域間交

流を推進し、関係人口の増加による地域の活性化を推進する。 

また、犯罪等を未然に防止し、村民が安心して暮らすことができる

むらづくりを推進するため、防犯カメラ等を設置し、防犯対策の強化

を図る。 

 

 

目 標 
基準値 

（令和２年度） 

目標値 

（令和７年度） 
備 考 

防犯カメラ設

置台数 
６台 11 台  

 



４７頁 

(3)事業計画 

 

持続的

発展施

策区分 

事業名 

（ 施設名 ） 
事業内容 事業主体 

９ 集

落の整

備 

(2) 過疎地域

持続的発展特

別事業 

地区活動応援補助金事業 

地区の活動や地域課題の解決な

どについて、地区が主体的に取り

組む事業を支援する補助 

千早赤阪村 

地区補助金事業 

 地区・自治会活動に対する補助等 
千早赤阪村 

危険家屋解体撤去事業 

危険な家屋の取り壊し、撤去、処

分にかかる経費の一部を補助 

千早赤阪村 

(3) その他 防犯カメラ設置事業 

防犯カメラの維持管理 
千早赤阪村 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

持続的

発展施

策区分 

事業名 

（ 施設名 ） 
事業内容 事業主体 

９ 集

落の整

備 

(2) 過疎地域

持続的発展特

別事業 

地区活動応援補助金事業 

地区の活動や地域課題の解決な

どについて、地区が主体的に取り

組む事業を支援する補助 

千早赤阪村 

地区補助金事業 

 地区・自治会活動に対する補助等 
千早赤阪村 

(3) その他 防犯カメラ設置事業 

防犯カメラ設置工事 
千早赤阪村 

 



第 11 章 地域文化の振興等 

変更箇所 変更後 変更前 

４８頁 

(1)現状と課題 

① 地域文化の振興等 

（略） 

本村には、国指定重要文化財である建水分神社本殿（三殿）や三

つの国指定史跡（赤阪城跡、楠木城跡、千早城跡）をはじめ多くの

文化財があり、貴重な遺産を後世へ受け継いでいくことが求められ

る。 

（略） 

① 地域文化の振興等 

（略） 

本村には、国重要文化財である建水分神社本殿（三殿）や三つの

国史跡（赤阪城跡、楠木城跡、千早城跡）をはじめ多くの文化財が

あり、貴重な遺産を後世へ受け継いでいくことが求められる。 

 

（略） 

４８頁 

(2)その対策 

① 地域文化の振興等 

（略） 

目 標 
基準値 

（令和６年度） 

目標値 

（令和 12 年度） 
備 考 

㊴郷土資料館の

来館者数(年間) 
2,976 人 3,100 人 基準値から増 

 

① 地域文化の振興等 

（略） 

目 標 
基準値 

（令和２年度） 

目標値 

（令和７年度） 
備 考 

郷土資料館の来

館者数(年間) 
3,171 人 3,000 人 

基準値は令和

元年度。 

基準値の維持 
 

４９頁 

(3)事業計画 

 

持続的

発展施

策区分 

事業名 

（ 施設名 ） 
事業内容 事業主体 

10  地

域文化

の振興

等 

(1)地域文化振

興施設等地域

文化振興施設 

（略） 千早赤阪村 

郷土資料館整備事業 

 郷土資料館の設備等の改修 
千早赤阪村 

重要文化財修繕等事業 

建水分神社本殿等の修繕事業 

千早赤阪村 

民間事業者 

（略） 

 

 

 

持続的

発展施

策区分 

事業名 

（ 施設名 ） 
事業内容 事業主体 

10  地

域文化

の振興

等 

(1)地域文化振

興施設等地域

文化振興施設 

（略） 千早赤阪村 

郷土資料館整備事業 

 郷土資料館の設備等の改修 
千早赤阪村 

（略） 

 



第 12 章 再生可能エネルギーの利用の推進 

変更箇所 変更後 変更前 

５０頁 

(2)その対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 自然エネルギーの活用 

庁内全ての事務・事業を対象に省エネルギー、省資源、廃棄物の減

量化等を推進し、温室効果ガスの排出量削減に取り組む。 

また、太陽光、水力、バイオマス等の自然界に存在し、永続的に利

用できる再生可能エネルギーの利用を大阪府と連携して村民や事業

者等に啓発を行う。 

（略） 

 

 

 

目 標 
基準値 

（令和６年度） 

目標値 

（令和 12 年度） 
備 考 

㊵庁内事務事業

に伴う温室効果

ガス(二酸化炭

素)の排出量 

342.00t-CO₂ 248.65t-CO₂ 基準値から減 

 

① 自然エネルギーの活用 

本村では、庁内全ての事務・事業を対象に省エネルギー、省資源、

廃棄物の減量化等を推進し、温室効果ガスの排出量削減に取り組む。

平成 30 年にはＥＳＣＯ事業を導入し、照明設備や空調設備の省電力

化や公共施設への太陽光発電の導入により、地球温暖化の防止に向

けた取組を推進する。 

また、太陽光、水力、バイオマス等の自然界に存在し、永続的に利

用できる再生可能エネルギーの利用を大阪府と連携して村民や事業

者等に啓発を行う。 

（略） 

目 標 
基準値 

（令和２年度） 

目標値 

（令和７年度） 
備 考 

庁内事務事業に

伴う温室効果ガ

ス(二酸化炭素)

の排出量 

338.89t-CO₂ 289.67t-CO₂  

 

５０頁 

(3)事業計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

持続的

発展施

策区分 

事業名 

（ 施設名 ） 
事業内容 事業主体 

11  再

生 可 能

エ ネ ル

ギ ー の

利 用 の

推進 

（3）その他 
再生可能エネルギー啓発事業 

 広報周知による啓発活動等 

 公用自動車等の脱炭素化 

千早赤阪村 

 

 

持続的

発展施

策区分 

 事業内容 事業主体 

11  再

生 可 能

エ ネ ル

ギ ー の

利 用 の

推進 

（3）その他 
再生可能エネルギー啓発事業 

 広報周知による啓発活動等 

 

千早赤阪村 

 

 



第 13 章 その他地域の持続的発展に関し必要な事項 

変更箇所 変更後 変更前 

５１頁 

(1)現状と課題 

① 効率的な行財政運営 

本村では、住民自治に基づくむらづくりを行うとともに、近隣自治

体との広域連携により、村民サービスの維持向上に努めている。 
今後さらに地方分権が進む中、地域と行政が連携（協働)したむら

づくりを推進するとともに、さらなる行政の広域化を積極的に推進

する必要がある。 
（略） 

 
 
 

（削） 

① 効率的な行財政運営 

本村では、住民自治に基づくむらづくりを行うとともに、近隣自治

体との広域的な連携により、村民サービスの向上に努めている。 
今後さらに地方分権が進む中、地域と行政が連携（協働)したむら

づくりを推進するとともに、さらなる行政の広域化を積極的に推進

する必要がある。 
（略） 

③ 新庁舎建設事業 

行政サービスの中心を担う役場庁舎は、建設より半世紀以上経過

しており、南海トラフ巨大地震等の有事の際には倒壊の危険性があ

ることから、災害拠点の機能を果たすとともに、活力のある自立した

むらづくりを推進するため、庁舎の整備は村民の利便性を考慮した

整備を図る必要がある。 

５１～５２頁 

(2)その対策 

 

 

（略） 

目 標 
基準値 

（令和６年度） 

目標値 

（令和 12 年度） 
備 考 

㊶タウンミー

ティング数 
０件 ８件 基準値から増 

 

（略） 

目 標 
基準値 

（令和２年度） 

目標値 

（令和７年度） 
備 考 

タウンミーティ

ング数 
０件 ８件 基準値から増 

 

５２頁 

(3)事業計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
持続的

発展施

策区分 

事業名 

（ 施設名 ） 
事業内容 事業主体 

12  そ

の 他 地

域 の 持

続 的 発

展 に 関

し 必 要

な事項 

 
南河内広域連携事業 
南河内６市町村による広域連携 

千早赤阪村 
近隣自治体 

南河内広域連携事業 
南河内６市町村による広域連携 

千早赤阪村 
近隣自治体 

 

 
持続的

発展施

策区分 

事業名 

（ 施設名 ） 
事業内容 事業主体 

12  そ

の 他 地

域 の 持

続 的 発

展 に 関

し 必 要

な事項 

 南河内広域連携事業 
南河内６市町村による広域連携 

千早赤阪村 
近隣自治体 

タウンミーティング実施事業 
タウンミーティングの実施 

千早赤阪村 

開かれたむらづくり 
 住民参画によるむらづくりの促進 

千早赤阪村 

防災拠点整備事業（役場庁舎） 
防災拠点づくり 

千早赤阪村 

南河内広域連携事業 
南河内６市町村による広域連携 

千早赤阪村 
近隣自治体 

 

 



 

変更箇所 変更後 変更前 

５３～５４頁 

（３）事業計画

「過疎地域持続

的発展特別事

業」の効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和６年４月１日付けで告示された「令和６年度地方債同意等基準」において、過疎地域持続的発展特

別事業の対象外経費として「地域の持続的発展に資することなく効果が一過性である事業に要する経

費」が明記されていることを踏まえ、当該一覧表の備考欄に、当該施策の効果が将来に及ぶことを記載

する必要であるが、記載スペースが無いため以下のとおり集約する。 

持続的発

展施策区

分 

事業内容 
（過疎地域持

続的発展特別

事業） 

備考 

１移住・定

住・地域間

交 流 の 促

進、人材育

成 

①移住・定住

の促進 

住宅取得費用助成、民間事業者と連携した空き家対

策、空き家改修費用補助等の環境整備を推進し、子

育て世帯のＵＩＪターンや定住を図る。 

②地域間交

流の促進 

ふるさと応援寄附金事業や、ＳＮＳを活用した情報

の発信等により、新たなにぎわいを創出し、地域間

交流の機会の増加を図る。 

③人材育成 

地域の活性化への取組に向けた、人材の育成や外部

人材の確保し、地域間交流や地域活動の担い手の確

保を図る。 

２ 産 業 の

振興 ①農業の振

興 

営農指導体制の強化、耕作放棄地の把握、多様な支

援、基盤整備に取り組むみ、新たな農業従事者や企

業の参入を促進、農地の集積・集約化と耕作放棄地

の発生防止・保全管理を図る。 

②林業の振

興 

森林資源を効率的かつ低コストで活用するため、林

道や作業道の整備、間伐、ブランド化の促進、販売戦

略の展開、他自治体や関係団体と連携し、効率的な

流通システムや低コスト化をめざした基盤整備を図

る。 

④商業の振

興 

消費者の動向を踏まえ、地域の特色のある新たな商

品の開発・販売、地域に密着した小規模店舗の誘致

や村民が身近に買い物ができる消費者ニーズに対応

した体制整備を図る。 

⑤観光の振

興 

個性化・多様化する観光ニーズの変化に対応してい

くため、点在する地域資源を連携させ、特色ある観

光ルート等、観光振興を図る。 

 



 

 

 

 

 

 

３ 地 域 に

お け る 情

報化 

 

魅力的なホームページの作成、新たな媒体の活用、

電子申請や業務システムの構築を進め、利便性が向

上するサービス提供、業務の効率化を図る。 

４ 交 通 施

設の整備、

交 通 手 段

の確保 

③公共交通

の維持・確保 

バス運行の便数や路線維持、日常的な移動のための

地域公共交通の確保に努めるとともに、キャッシュ

レス決済の導入等、利用者の利便性を向上させ、公

共交通の利用促進を図る。 

５ 生 活 環

境の整備 
①上・下水道

施設の整備 

安全で安定的な水道水の供給を図るとともに、下水

道施設の整備及び適正な維持管理により、生活環境

の向上及び良好な水質保全を図る。 

②環境負荷

の軽減 

村民・地域団体・事業者・行政が一体となって、再資

源化、不法投棄防止パトロール等により環境保全に

努め、環境負荷の少ない資源循環型社会の構築を図

る。 

③防災・消防

対策の推進 

既存家屋の除却や移転・補強、住宅耐震補助制度に

よる安心、安全な暮らしを確保、自主防災組織の育

成、避難所等の維持管理、災害時の備蓄品や資機材

の確保等を推進し、災害に強いむらづくりを図る。 

６ 子 育 て

環 境 の 確

保、高齢者

等 の 保 健

及 び 福 祉

の 向 上 及

び増進 

④保健衛生

の充実 

総合的な保健事業の充実を図り、生活習慣病の予防

と要介護者等の増加抑制に努め、乳幼児から高齢者

まで、それぞれのライフステージに応じた健康づく

りの支援を図る。 

７ 医 療 の

確保 
 

少子化や高齢化が進展する中での保健、福祉、医療

機関との連携、村内の診療機関と広域圏等での高度

医療との広域ネットワークの形成し、村安心して速

やかに適切な医療が受けられる体制整備を図る。 

 



 

 

８ 教 育 の

振興 
①生涯学習

の充実 

村民が生涯にわたって学習できる環境づくりを行う

ため、図書室の充実はもとより、村民の文化活動の

育成、スポーツ施設の有効活用による生涯スポーツ

の振興、健康づくりや生きがいづくり等の村民生活

支援を図る。 

②教育の振

興 

少人数であることのメリットを最大に活かす教育を

進めるため、個性や能力、学校の実態に応じた、きめ

細かな指導を行うことができる学習環境を整え、本

村の将来を担う子どもたちの教育環境の整備を図

る。 

９ 集 落 の

整備 

 各集落の公益的機能や地域コミュニティ維持のた

め、支えあいの仕組みを基軸とした地域づくりとあ

わせて、集落間の連携も含めた地域づくりに取り組

み、地域の実情に即した集落支援や整備、機能の強

化を図る。 

10 地域文

化 の 振 興

等 

 伝統文化や歴史に触れることができる文化施設の充

実し、他自治体との交流や民間交流等、交流活動が

容易となる環境づくりに努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


